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【資料７】に示すように、例えば、東京大学（The University of Tokyo）についてのデータを
得たい場合、「Tokyo Univ Agri」（東京農工大学）や「Tokyo Univ Pharm」（東京薬科大学）、
「Sci Univ Tokyo」（東京理科大学）などの類似する名称の大学と区別する必要があるが、もし、
別途、これらの大学についても名寄せしているのであれば、この区別は、比較的容易になる。
つまり、単に「対象 a が X でないこと」を確認しようとすることはそれほど容易でないが、「対













• UNIV TOKYO KOMABA
• INT CTR ELEMENTARY PARTICLE PHYS
• INST SOLID STATE PHYS
•TOKYO UNIV AGR
• TOKYO UNIV PHARM
• SCI UNIV TOKYO
• TOKYO UNIV SCI


















































































































































































































































































































































1996 139,634 127,939 1,868 5,823 4,004 97.1%
1997 147,262 134,613 1,994 6,223 4,432 97.0%
1998 154,153 140,472 2,112 6,684 4,885 96.8%
1999 157,676 142,727 2,276 6,595 6,078 96.1%
2000 157,846 143,387 2,000 6,666 5,793 96.3%
2001 144,883 133,515 1,661 5,863 3,844 97.3%
2002 148,637 136,990 1,795 6,152 3,700 97.5%
2003 187,176 171,260 2,575 8,365 4,976 97.3%
2004 195,750 179,665 2,796 8,316 4,973 97.5%
2005 214,579 197,986 2,712 9,143 4,738 97.8%
2006 217,744 201,370 2,751 8,732 4,891 97.8%
2007 214,104 198,061 2,639 8,556 4,848 97.7%
2008 216,102 199,397 2,562 8,867 5,276 97.6%
2009 213,426 196,339 2,524 9,114 5,449 97.4%
2010 206,498 188,170 2,572 10,819 4,937 97.6%














であるが、日本の大学システムを考察する上での基礎となる情報を提供する。【資料 14】は、Web of 
Science（2003 年登録）から集計した個別の大学ごとの論文数を縦軸にとり、論文数の大きい順に左か






















































































































線形近似 y = 2.8*10-8 x + 0.0044 (R2 = 0.56)
累乗近似 y = 5.9*10-7 x0.77  (R2 = 0.44)























































































































































































































































【資料 20】産業における研究開発に関するデータ整備：2011 年度のデータ整備の概要 
 










(1) 企業活動基本調査（基幹統計） 経済産業省 1993年、1995～2010年
(2) 科学技術研究調査（基幹統計） 総務省統計局 2002～2009年
(3) 知的財産活動調査（一般統計） 経済産業省特許庁 2002～2010年








(4) 国公私立大学共同研究・受託研究状況 1983年度～2010年度 予定



























































 “Data to knowledge” [“From data to knowledge”]  (NSF, U.S.)


















1988年        日本科学技術情報センター 
1989年～1996年  科学技術庁科学技術政策研究所研究員 
1996年～2006年  同研究所 主任研究官 
2006年～       同研究所 科学技術基盤調査研究室長 
（現在に至る） 
（この間） 
1992年～1993年  東京大学大学院総合文化研究科研究員 
1995年        欧州委員会未来技術研究所（IPTS）滞在研究員 
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- サイエンスとイノベーションのシナジーを実現  
- イノベーションへの科学的な源泉の充実(“science capital for innovation”)  
- サイエンスを刺激するイノベーションの推進(Pasteur quadrant) 





  Science → invention → innovation 
(2)このため、特許情報は、 以下を把握する上で重要な情報を提供。  
- 科学を活用した発明の創造過程、  








































- 優先日、出願日、公報日  
- 特許分類 
- 請求項 
























- 権利の成立、移転、消滅にかかる情報  
- 権利の成立過程 審査請求、査定と登録、無効・不服審判(異議申し立て)   
























【資料 2】 知的財産部に届け出のあった発明の出願割合と企業秘密・ノウハウとした割合 
 


































































































































































































































出典：  Walsh and Nagaoka (2009a)  
 
【資料 5】 研究開発の目的と共同発明者の所属組織 
 















































































- 各企業内において国際的な人材を利用していない  
- 外国企業との国際共同研究が少ない  
【資料 7】に示す統計的な分析の結果によれば、前者の方がより重要である。  
 
【資料 6】 国際共同発明の割合 
 
出典： OECD の Triadic patents (2000-2006)  
 
【資料 7】 発明者と出願人の構造(2000-2006)、三極出願特許  
 















Single inventor Domestic co-inventions
International
co-inventions Total
Single applicant 25.9% 64.1% 1.0% 91.0%
Domestic co-applications 0.8% 7.3% 0.1% 8.2%
International co-applications 0.1% 0.2% 0.5% 0.8%
Total 26.8% 71.7% 1.5% 100.0%
United States (2000-2006)
Single inventor Domestic co-inventions
International
co-inventions Total
Single applicant 25.0% 62.7% 7.0% 94.7%
Domestic co-applications 0.2% 3.3% 0.2% 3.7%
International co-applications 0.1% 0.4% 1.2% 1.6%
Total 25.3% 66.4% 8.3% 100.0%
Germany (2000-2006)
Single inventor Domestic co-inventions
International
co-inventions Total
Single applicant 25.2% 61.3% 7.6% 94.1%
Domestic co-applications 0.4% 3.5% 0.2% 4.1%
International co-applications 0.1% 0.3% 1.4% 1.8%









較的少数の発明者に発明が集中していることはよく知られている。Narin, and Breitzman(1995) に
よれば、“the key role of a few researchers seems to be a law of nature.” である。日本の企業の発












【資料 8】 1 人当たりの特許出願数の分布、(3 年間、対数、カーネル分布と正規分布近似) 
 
出典： 長岡、塚田、西村、大西(2012) 



































































知識ストック 一部の知識は新しい知識の創造によって陳腐化しても、知識ストックは常に増加。  
- 知識ストックの拡大が持続的な経済成長の源泉 




- 開示の質  
- 海外の知識がどの程度利用されているのか  














樹脂 37 19 医薬品 33 51
医薬品 32 51 樹脂 32 26
有機化合物 32 31 手術・医療機器 24 26
コーティング 31 27 その他の化学 23 23
バイオテクノロジー 30 47 コーティング 19 54
全てのセクターの平均 23 19 全てのセクターの平均 15 20
測定・試験 17 30 その他の電気機器 7 10
光学 16 11 情報ストーレッジ 5 18
半導体部品 16 21 モーター、エンジン、同部品 4 10
情報ストーレッジ 16 16 金属加工 2 7













樹脂 37 19 医薬品 33 51
医薬品 32 51 樹脂 32 26
有機化合物 32 31 手術・医療機器 24 26
コーティング 31 27 その他の化学 23 23
最も重要
バイオテクノロジー 30 47 コーティング 19 54
全てのセクターの平均 23 19 全てのセクターの平均 15 20
測定・試験 17 30 その他の電気機器 7 10
光学 16 11 情報ストーレッジ 5 18最も重要
半導体部品 16 21 モーター、エンジン、同部品 4 10
情報スト レッジ 16 16 金属加工 2 7

















こうした結果、米国における発明者のサーベイによる研究結果(Jaffe, Adam B., Manuel 
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のこれまでとこれから         
 





























































































 これまでの NISTEP における特許情報・制度に関連する調査研究は、①研究開発のアウトプット
指標としての特許情報に関するもの、②民間企業における知的財産活動に関するもの、そして、③
大学及び公的研究機関の関連特許に関するもの、と大きく三つに分けることができる【資料 2】。 






調査資料126 「科学技術指標 ‐第5版に基づく2006年改訂版」 2006年6月
調査資料140 「科学技術指標 ‐第5版に基づく2007年改訂版」 2007年7月
調査資料144 「特許請求項数の国・技術分野・時期特性別分析」 2008年1月





NISTEP REPORT 135 「平成20年度 民間企業の研究活動に関する調査報告」 2009年10月













向にある。米国特許商標庁（USPTO）への出願件数は、1991 年以降に倍増して約 45 万件となって
いるが、近年、横ばいになっている。中国国家知識産権局（SIPO）への出願件数は、年平均成長











































































































































































































































































































































出典：NIST EP REPORT 143 「平成21年度 民間企業の研究活動に関する調査報告」
業種・資本金階級別国内特許保有・自社実施件数（１社平均）
業種 企業数（N) 特許保有件数（１社平均） 自社実施件数（１社平均） 自社実施率（％）（１社平均）
建設業 67 143.2 45.2 47.3
食料品製造業 51 85.5 37.4 52.2
医薬品製造業 30 39.0 12.3 46.0
総合化学工業 54 321.0 209.1 52.5
その他の化学工業 44 107.0 44.3 52.2
プラスチック製品製造業 38 199.0 83.1 55.4
窯業・土石製品製造業 35 179.0 82.5 59.0
鉄鋼業 32 413.3 204.2 58.5
金属製品製造業 35 171.4 97.1 65.7
生産用機械器具製造業 61 327.5 223.5 65.2
業務用機械器具製造業 31 1345.3 499.0 57.7
電子部品・デバイス・電子回路製造業 31 522.2 132.9 50.9
その他の電気機械器具製造業 57 816.2 289.4 57.7
情報通信機械器具製造業 36 684.3 267.8 56.2
自動車・同付属品製造業 44 692.0 237.3 52.7
その他の製造業 39 308.3 113.2 61.7
情報サービス業 20 37.7 17.0 59.7
規模 企業数（N) 特許保有件数（１社平均） 自社実施件数（１社平均） 自社実施率（％）（１社平均）
資本金１億円以上１０億円未満 327 30.1 16.7 64.1
資本金１０億円以上１００億円未満 389 119.9 55.4 55.0
資本金１００億円以上 211 1312.1 520.4 41.7
合計 927 359.6 147.6 55.2
9
民間企業における知的財産活動 1
出典：NIST EP REPORT 143 「平成21年度 民間企業の研究活動に関する調査報告」
業種・資本金階級別国内特許保有・自社実施件数（１社平均）
業種 企業数（N) 国内特 許出願 件数（A) 平均特許出願件数（A/N) 研究 開発費 (B)  (百 万円） 特許出願性向(A/B)
建設業 66 1166 17.7 36770 0.032
食料品製造 業 52 533 10.3 56126 0.009
医薬品製造 業 33 328 9.9 128350 0.003
総合化学工 業 60 5422 90.4 213290 0.025
その他 の化学工業 48 917 19.1 75135 0.012
プラスチック製品製造業 43 2293 53.3 46948 0.049
窯業・土石製 品製造 業 32 1338 41.8 31152 0.043
鉄鋼業 35 4102 117.2 135287 0.030
金属製品製 造業 36 680 18.9 16624 0.041
生産用機械 器具製造業 59 3941 66.8 148354 0.027
業務用機械 器具製造業 34 5937 174.6 158352 0.037
電子部品・デバイス・電子回路製造業 29 2335 80.5 211060 0.011
その他 の電気機械器具製造業 57 10221 179.3 254947 0.040
情報通信機 械器具製造業 38 12149 319.7 322371 0.038
自動車・同付 属品製 造業 44 5686 129.2 556568 0.010
その他 の製造業 39 2657 68.1 72349 0.037
情報サービス業 29 396 13.7 10757 0.037
規模 企業数（N) 国内特 許出願 件数（A) 平均特許出願件数（A/N) 研究 開発費 (B)  (百 万円） 特許出願性向(A/B)
資本金１億円 以上１０億円未満 357 2495 7.0 164575 0.015
資本金１０億円以上１００億円未満 439 11721 26.7 430833 0.027
資本金１００億円以上 224 68142 304.2 2582491 0.026







業種 企業数（N) 国内特許出願件数（A) 平均特許出願件数（A/N) 研究開発費(B) (百万円） 特許出願性向(A/B)
建設業 66 1166 17.7 36770 0.032
食料品製造業 52 533 10 3 56126 0 009. .
医薬品製造業 33 328 9.9 128350 0.003
総合化学工業 60 5422 90.4 213290 0.025
その他の化学工業 48 917 19.1 75135 0.012
プラスチック製品製造業 43 2293 53.3 46948 0.049
窯業・土石製品製造業 32 1338 4 .8 31152 0.043
鉄鋼業 35 4102 117.2 135287 0.030
金属製品製造業 36 680 18.9 662 0.041
生産用機械器具製造業 59 3941 66.8 148354 0.027
業務用機械器具製造業 34 5937 174.6 158352 0.037
電子部品・デバイス・電子回路製造業 29 2335 80.5 211060 0.011
その他の電気機械器具製造業 57 10221 179 3 254947 0 040. .
情報通信機械器具製造業 38 12149 319.7 322371 0.038
自動車・同付属品製造 44 5686 129.2 556568 0.010
その他の製造業 39 2657 68.1 72349 0.037
情報サービス業 29 396 13.7 10757 0.037
規模 企業数（N) 国内特許出願件数（A) 平均特許出願件数（A/N) 研究開発費(B) (百万円） 特許出願性向(A/B)
資本金１億円以上１ 未満 357 2495 7. 164575 0.015
資本金１０億円以上１００億円未満 439 11721 26.7 430833 0.027
資本金１００億円以上 224 68142 304.2 2582491 0.026
合計 1087 82358 75.8 3177899 0.026





業種 企業数（N) 特許保有件数（１社平均） 自社実施件数（１社平均） 自社実施率（％）（１社平均）
建設業 67 143.2 45.2 47.3
食料品製造業 51 85 5 37 4 52 2. . .
医薬品製造業 30 39.0 12.3 46.0
総合化学工業 54 321.0 209.1 52.5
その他の化学工業 44 107.0 44.3 52.2
プラスチック製品製造業 38 199.0 83.1 55.4
窯業・土石製品製造業 35 179.0 82.5 59.0
鉄鋼業 32 413.3 204.2 58.5
金属製品製造業 35 171.4 97.1 65.7
生産用機械器具製造業 61 327.5 223.5 65.2
業務用機械器具製造業 31 1345.3 499.0 57.7
電子部品・デバイス・電子回路製造業 31 522.2 132.9 50.9
その他の電気 57 816.2 289.4 57.7
情報通信機械器具製造業 36 684.3 267.8 56.2
自動車・同付属品製造業 44 692.0 237.3 52.7
その他の製造業 39 308.3 113.2 61.7
情報サービス業 20 37.7 17.0 59.7
規模 企業数（N) 特許保有件数（１社平均） 自社実施件数（１社平均） 自社実施率（％）（１社平均）
資本金１億円以上１０億円未満 327 30.1 16.7 64.1
資本金１０億円以上１００億円未満 389 119.9 55.4 55.0
資本金１００億円以上 211 1312.1 520.4 41.7
合計 927 359.6 147.6 55.2
















【資料 8】、大学関連知財施策が始まった 1998 年ごろから、大学関連特許の出願が増加し始め、






































































































































































































































































































































































































さらに 分析には国立大学と共同で研究を実施する企業の属性情報を必要とする デ タベ スに
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会 独 団 私大・ 公大他 複合
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会 独 団 私大・ 公大他 複合
47.0
26.4
1.9 0.9 5.9 4.9
企業等構成比率
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2003年3月  筑波大学大学院ビジネス科学研究科修士課程修了 
この間、民間企業、NGO、国立研究所等に勤務 
2004年8月  東京工業大学産学連携推進本部 特任准教授 




調査資料-126「科学技術指標‐第 5 版に基づく 2006 年改訂版」（2006） 





 調査資料-160 「大学および公的研究機関からの特許出願の重点 8 分野別ポートフォリオ」
(2008) 
 調査資料-155「科学技術指標‐第 5 版に基づく 2008 年改訂版」（2008） 
 調査資料-170「科学技術指標 2009」（2009） 
 調査資料-187「科学技術指標 2010」（2010） 
 調査資料-198「科学技術指標 2011」（2011） 
NISTEP REPORT №135「平成 20 年度民間企業の研究活動に関する調査報告」(2009) 














































〒100-0013  東京都千代田区霞が関 3-2-2 
TEL:03-3581-2466  FAX:03-3503-3996 
http://www.nistep.go.jp 
２０１３年３月 

